
資料３－３ 

平成 21 年８月 20 日 

内閣府公共サービス改革推進室 

 

平成 20 年度 民間競争入札実施事業 

  経済産業省企業活動基本調査の実績評価について（案） 

 

Ⅰ 事業の概要等 

１ 実施の経緯及び事業の概要 

経済産業省の所管する経済産業省企業活動基本調査については、公共サービス改革基本方針（平

成 19 年 10 月 26 日改定を閣議決定）において、競争の導入による公共サービスの改革に関する法

律（平成 18年法律第 51 号）に基づく民間競争入札（以下「民間競争入札」という。）を実施する

ことを決定した。これを受けて経済産業省は官民競争入札等監理委員会の議を経て「平成 20年経

済産業省企業活動基本調査における民間競争入札実施要項」（以下「実施要項」という。）を定め、

実施要項に基づき、民間競争入札を実施して受託事業者を決定し、平成 20 年度に本事業を実施し

た。その概要は以下の通りである。 

事  項 内  容 

業務内容 

 

 

契約期間 

 

受託事業者 

 

契約金額 

 

経済産業省企業活動基本調査における調査関係用品の印刷、調査票の送

付・回収・受付、督促、照会対応、個票審査、集計に係る業務 

 

平成 20 年４月から平成 21 年３月までの１年間 

 

株式会社インテージ 

 

１０１，８５０，０００円（税込） 

業務にあたり確保

されるべき質※ 

・ 調査の回収率に関して目標とする水準は１００％とし、一連の業務（督

促業務等）を通じ、最終的な回収率は７８．９％を上回らなければな

らない。 

・審査済個票データを経済産業省が持つ「最終個票エラーチェック」に

よって検証する。その結果エラーが出た場合は再度審査を行い、エラ

ー修正率１００％を達成する。 

  ※なお、本業務を実施するにあたって調査結果の質を確保するため、以下の対応を行うこととさ

れている。 

・本業務の実施に当たり、実施要項で示す各工程毎に民間事業者が策定しあらかじめ経済産業

省と調整した作業方針、スケジュールに沿って確実に業務を実施すること。 

・照会対応業務においては、調査票の記入等に関する電話等による照会があった場合に、経済

産業省が貸与する照会対応事例集に沿って対応すること。 

   

２ 受託事業者決定の経緯 

入札参加者は２者であり、いずれも入札参加資格を満たしていた。平成 20 年３月 14 日に開札

したところ、入札金額は両者とも予定価格の範囲内であったため、総合評価点の高い方の１者が
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落札者となった。 

 

３ 平成 21 年度以降の事業について 

本調査における平成 21 年度以降の事業については、経済産業省から報告された平成 20 年度事

業の実施状況(中間報告)等を踏まえ、官民競争入札等監理委員会において審議を行い、契約期間

を平成 21 年４月から平成 24 年３月まで（３年間）の複数年契約として民間競争入札による事業

を実施することを、公共サービス改革基本方針（平成 20 年 12 月 19 日改定を閣議決定）において

決定している。 

 

Ⅱ 評価 

１ 評価方法について 

経済産業省から提出された平成 20 年度事業の実施状況についての報告（別添）に基づき、サー

ビスの質の確保、実施経費等の観点から、実績評価を行うものとする。 

 

２ サービスの質の確保についての評価 

（１）回収率 

ア 実施結果 

本事業において確保されるべき質として設定されている回収率についての実施結果は以下

のとおりである。 

      【回収率】 

目標とする 

水準 

平成16～18年度

実績値平均 
実績結果 

１００％ ７８．９％ ８３．０％ 

 

〔参考：過去の実績〕 

16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 

７５．９％ ８１．３％ ７９．４％ ７９．６％ 

     

イ 評価 

実績結果は、平成 16～18 年度実績値平均を 4.1％上回った。また、これまでは平成 17 年

度の 81.3％が最も高かったが、これをも 1.7％上回り、調査開始(平成４年)以来最高の水準

となった。このように、確保すべき質としての回収率において高い水準を達成されたことは

高く評価される。 

経済産業省からは、 

・提出期限後の督促効果より、提出期限前のリマインダー効果の方が高いといった民間事

業者の類似調査での経験を踏まえ、２度にわたる（調査票発送から提出期限までが長い

ため、調査客体の協力意志の希薄化及び調査票紛失防止への対策）リマインダー発送を

実施した。また、提出期限直前に発送した２回目のリマインダーでは、公印を使用する

ことにより、リマインダー効果のほかに督促的インパクトも加えるなど、回収率の向上

に努めた 
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旨報告されており、民間事業者のノウハウと創意工夫が達成すべき質としての回収率の確保

に大きく貢献したものと評価される。 

 

（２）個票審査のエラー修正率 

ア 実施結果 

個票審査については、経済産業省から以下のとおり報告されている。 

     ・民間事業者は、回収した調査票を目視で審査した後（一次審査）、電子化し、民間事業者

が独自に開発した「ＰＣチェックシステム」により審査（二次審査）を実施。エラーが

発生した項目についての疑義照会、修正が必要な項目のデータ修正を一元的に処理。 

     ・システム開発の遅れの影響から、審査業務に若干の遅れが生じたが、迅速な人員の増加

によって対応。 

     ・調査項目(235 項目)のエラー修正件数は、延べ 184,076 件。 

     ・民間事業者の審査によって、個別審査要領に基づく全てのエラーを修正した後、経済産

業省が持つ「最終個票エラーチェックシステム」によりサマリー審査を実施。その結果

を踏まえ、再度民間事業者による個票審査に立ち戻り 1,815 件の修正を行い、エラー修

正率 100％（すべての審査に対するエラーの発生が０になる）を達成。 

 

イ 評価 

個票審査については、民間事業者が独自のシステムを活用し、正確かつ確実に実行され、

確保すべき質としての最終的なエラー修正率 100％が達成されたことは高く評価される。 

 

（３）その他 

ア 実施状況 

その他の実施状況について、経済産業省から以下のとおり報告されている。 

（ア）調査関係用品の作成・印刷について 

・「事前のお知らせ」については、問い合わせ先として「調査事務局」を強調することによ

って経済産業省の負荷を軽減（直接問い合わせがいかないように工夫）するとともに、

調査協力へのお願いの意図をより強調した内容に見直した。また、回収率の向上に向け、

「前年度調査協力企業」、「前年度調査非協力企業」、「今年度新規企業」の３タイプを作

成し、それぞれの状況に応じた内容のものに改めた。 

・調査票については、経済産業省指定のプレプリント情報に追加して、回収チェック用バ

ーコードを印字することにより、回収チェックの正確性・迅速性が向上した。 

・送付用・返信用封筒については、実施機関名を「経済産業省企業活動基本調査事務局」

としたものの、政府統計としての信頼性確保のため、経済産業省の所在地と実施部署名

も併記した。一方、調査客体からの問い合わせ等が直接経済産業省にいかないよう電話

番号は民間事業者が設置する事務局の番号（フリーダイヤル、直通番号）を記載した。 

    （イ）問い合せ対応について 

     ・民間事業者は、「事前のお知らせ送付後」と「調査票等送付後」の２種類の問い合わせ対

応研修について計３回行い、研修マニュアルの作成に当たっては、経済産業省と打合せ

を十分行うとともに、研修の場には経済産業省が立ち会った。  
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     ・フリーダイヤルを設置し、客体からの問い合わせに対応。また、受付時間外はガイダン

スを流すなど、きめ細かい対応であった。 

 

イ 評価 

調査関係用品の作成においては民間事業者の創意工夫が発揮されている。また、問い合せ

対応においては、民間事業者と経済産業省との間で適切な連携が図られるとともに、民間事

業者のノウハウが活かされた対応がなされている。これらは、高水準の回収率の達成に貢献

したものと高く評価される。 

 

３ 実施経費についての評価 

本事業は、民間競争入札により１億１８５万円（税込）で落札された。これは、従来の実施に

要した経費※の約７１％に相当し、経済産業省側は、約４，１５０万円の経費削減となっている。 

(※間接部門費を除く全経費。平成 17 年度実績値。) 

 

（参考）民間事業者における見積及び実績 

民間事業者が算定し経済産業省に報告されている民間事業者における当初見積及び実績

の内訳は以下のとおりである。 

                                                     （単位：千円） 

                      当初見積 実績 

人件費（すべて常勤） 28,875 34,650

事業関係費 72,975 93,450

印刷・封緘関係費 13,650 15,225

郵送費・返送費 19,950 24,465

回収･点検･問い合わせ対応･照会等関係費 25,200 34,650

入力関係費 7,875 11,025

電話督促関係費 5,775 7,875

 

調査票等運搬費・その他 525 210

合計 101,850 128,100

なお、合計では当初見積を実績が上回っているが、この要因としては、個票審査のシス

テム開発の遅れに対応した短期間集中稼働、回収率の伸び悩みに対応した電話督促期間の

延長などに伴う物件費・人件費の増加などが挙げられている。また、今回が本調査を民間

委託する初めての事業であったことなどもあり、官民とも経験を積み重ねていけば乖離は

縮小していくのではないかと考えられる。 

 

４ 評価のまとめ 

質として設定した回収率については、確保すべき質が達成され、調査開始以来最高の水準をも

上回ったことは、高く評価される。これには、民間事業者のノウハウと創意工夫が大きく貢献し

たものと評価される。 

個票審査についても、民間事業者が独自のシステムを活用し、正確かつ確実に実行され、確保

すべき質としての最終的なエラー修正率 100％が達成されたことは高く評価される。 

調査関係用品の作成における民間事業者の創意工夫が発揮や、問い合せ対応における民間事業

者と経済産業省との間で適切な連携と民間事業者のノウハウが活かされた対応は、高水準を回収

率の達成に貢献したものと高く評価される。 

以上 
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1

平成２１年６月３０日
経 済 産 業 省
経済産業政策局調査統計部

平成２０年度 民間競争入札実施事業

経済産業省企業活動基本調査の実施状況について

Ⅰ 平成２０年度の事業の概要

平成２０年度事業については、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成

１３年法律第５１号）に基づく民間競争入札を行い、事業を実施した。

１． 事業内容

経済産業省企業活動基本調査における調査関係用品の印刷、調査票の送付・回収・受付、

督促、照会対応、個票審査、集計に係る業務

２． 契約期間

平成２０年４月から平成２１年３月までの１年間

３． 受託者

株式会社インテージ

Ⅱ 確保すべき質の達成状況及び評価

１． 回収率

最終的な回収率は、８３．０％であった。平成１６年調査から平成１８年調査までの回収

率の平均値７８．９％を４．１％上回る結果となった。これまで８１．３％（平成１７年調

査）が最も高い回収率であったが、１．７％上回り過去最高となった。

回収状況の実績は、以下のとおり。

（１）回収状況の推移

0
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はがき
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7/15提出期限
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（２）回収率

２０年実績 １９年実績

最終回収率 83.0% 79.6%

提出期限回収率 50.2% 49.0%

督促回収率 65.9% 60.0%

注）１．「提出期限回収率」は、調査票提出期限である７月１５日における

回収率を指す。

２．「督促回収率」は、提出期限の翌日から業務終了日の３月３１日まで

の回収数を、提出期限翌日の調査票未提出数で除した回収率を指す。

２．問い合わせ対応・疑義照会

フリーダイヤルを設置し、客体からの問い合わせに対応。また、受付時間外はガイダンス

を流すなど、きめ細かい対応であった。

（１）問い合わせへの対応

民間事業者は、「事前のお知らせ送付後」と「調査票等送付後」の２種類の問い合わ

せ対応研修について計３回行い、研修マニュアルの作成に当たっては、経済産業省と

打合せを十分行うとともに、研修の場には経済産業省が立ち会った。また、問い合わ

せ対応業務開始時には、経済産業省が実際に事務局を訪問することで、業務が順調に

進んでいることを確認した。さらに、民間事業者は、問い合わせへの対応状況（問い

合わせ内容は１４項目に分類）について、日ごとに取りまとめ、経済産業省はその報

告を毎日電子メールで受けた。

企業活動基本調査事務局の問い合わせ対応状況は、以下のとおり。

（単位：件）

合計件数 概要について 内容について 対象外等の報告 クレーム その他

4,483 238 1,333 844 79 1,989

＜参考＞

* クレーム ：・多忙のため提出できない

・なぜ提出しなければならないのか 等

* そ の 他 ：・提出が遅れる

・調査票を紛失してしまった 等

（２）疑義照会

民間事業者は、回収した調査票を目視後に電子化し、民間事業者が独自に開発した

「ＰＣチェックシステム」によって個票審査を行った。個票審査によってエラーが発

生した項目については疑義照会をし、修正が必要な項目のデータ修正を行った。

なお、民間事業者は個票審査、疑義照会、データ修正に当たっては、「ＰＣチェッ

ク審査・疑義照会・データ訂正マニュアル」に沿って研修を行い、実施した。
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疑義照会をした項目数は、以下のとおり。

① 疑義照会の内容別項目数

（単位：件）

合計件数 未記入 数値確認 その他

24,170 14,851 9,149 170

＜参考＞

* そ の 他 ：・記入不備（記入はあるが判読不能なもの）

・数値以外の文字（「－」、「＊」等）

② １企業当たりの照会項目数の分布

（単位：件）

照会項目数 1 2 3 4 5 6

企 業 数 677 504 424 398 318 289

照会項目数 7 8 9 10 11～15 16以上

企 業 数 230 192 133 118 315 204

３． 個票審査のエラー修正率

調査項目（２３５項目）のエラー修正件数は、延べ１８４，０７６件。民間事業者の審査

によって、全てのエラーを修正した後、経済産業省が持つ「最終個票エラーチェックシステ

ム」によりサマリー審査を実施した。その結果を踏まえ、再度民間事業者による個票審査に

立ち戻り１，８１５件の修正を行い、エラー修正率１００％を達成した。

修正件数（件） 修正率

エラー修正件数合計 184,076 100.0%

民間事業者の審査によるエラー修正 182,261 99.0%

最終個票エラーチェックシステム（サマリー審査）による修正 1,815 1.0%

４．評価

民間事業者は、独自の工夫として、提出期限（７月１５日）直前にリマインダー封書（公

印付）を未提出企業に送付するとともに、３度にわたる電話督促を着実に行い、回収率向上

に努めた。この結果、回収率については、実施要項で定めた最低実現回収率７８．９％を大

きく上回る８３．０％を達成し、調査開始以来最高の結果を挙げたことは高く評価する。

また、照会対応等についても、民間事業者のノウハウを生かしたきめ細かな対応で、調査

客体に混乱を起こすことなく業務を終了することができた。

一方、個票審査については、民間事業者独自チェックシステムの作成の遅れの影響から、

審査業務に若干の遅れが生じたが、迅速な人員の増加によって対応し、最終的にエラー修正

率１００％を達成したことは十分評価に値する。
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Ⅲ 実施経費の状況及び評価

１．実施経費

本業務に要した経費（税込）は、下表のとおり（実施経費は概算）。

（単位：千円）

費 目 見積経費 実施経費

１．人件費（すべて常勤） 28,875 34,650

２．事業関係費 72,975 93,450

①印刷・封入封緘関係費 13,650 15,225

②郵送費・返送費 19,950 24,465

③回収・点検・問い合わせ対応・照会等関係費 25,200 34,650

④入力関係費 7,875 11,025

⑤電話督促関係費 5,775 7,875

⑥調査票等運搬費・その他 525 210

【合計】 101,850 128,100

なお、見積経費と実施経費の主な差異については以下のとおり。

【人件費】

① 審査・集計関係工数の増加

個票審査において遅れが発生したことにより、短期間に集中した稼動が必要となっ

た。また、経済産業省の機械審査対応以降の工程で、当初想定よりも稼動工数が増加

した。（審査・集計関係工数を含めたシステム関係工数は、当初見積の約１．７倍の工

数実績となった）

② 実査関係工数（電話督促フォローコール二次）の増加

電話督促フォローコール二次業務において、当初見積では３週間の管理工数を計上

していたが、想定より回収率が伸び悩んだため、実績として８週間の対応となった。

【事業関係費】

① 郵送費・返送費

・郵送費・返送費には、「実施の事前のお知らせ」、「調査関係用品」、「リマインダー（は

がき、封書）」、「督促状」、「調査関係用品再発送」、「ＰＩＮ発行書」、「調査結果の概

要」の発送費及び調査票の返送費（料金受取人払）が含まれる。

・実施経費が見積経費より増加した理由は、以下の発送件数が見積段階の想定よりも

増加したことによる。

ｱ．調査結果の概要（当初：550 件／実績：4,500 件）

ｲ．リマインダー［封書］（当初：14,000 件／実績：22,860 件）

ｳ．調査票再発送（当初：3,000 件／実績：6,341 件、(注）；督促再発送分を含む）
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② 回収・点検・問い合わせ対応・照会等関係費

・「回収・点検・問い合わせ対応・照会等関係費」という表記としているが、この工程

には「調査結果の概要発送作業」、「リマインダー（はがき・封書）発送作業」、「調査

関係用品再発送作業（督促再発送作業を含む）」、「電話督促（フォローコール二次）」、

「オンライン業務」の作業工程も含んでいる。

・実施経費が見積経費を上回った理由は以下のとおりである。

ｱ．調査結果の概要発送作業、リマインダー（封書）発送作業及び調査関係用品再発

送作業（督促再発送を含む）の増加による作業要員（派遣スタッフ・パートスタ

ッフ）の増加

ｲ．電話督促（フォローコール二次）対応のためのオペレーター要員（派遣スタッフ）

の増加

(注) 当初見積では、９～１１月の３ヶ月間で毎月１週間、計３週間の電話督促実

施としていたが、実績では１０月上旬～１１月末までの８週間連続で電話督促を

実施。

２．評価

今回の事業において、民間事業者による実施経費が契約金額（見積経費）を上回る結果

となった。これは、①審査・集計関係工数を含めたシステム関係工数が当初見積の１．７

倍になったこと、②電話督促を５週間延長したこと、③調査客体に対する調査票提出依頼

を早期に実施したこと（提出依頼の時期が早いほど未提出企業は多くなるため、経費はか

さむ）が主因と考える。

ただし、これらの経費は統計精度の維持及び回収率向上には不可欠であるとともに、こ

うした対策の結果、過去最高の回収率を記録したことに伴って、データ入力、審査、疑義

照会などの実施経費も上昇したものと考える。
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Ⅳ 事業の実施状況

１．調査関係用品の印刷状況

調査関係用品の作成・印刷に当たり、新たに留意した点、工夫した点は、以下のとおり。

① 実施の事前のお知らせ（調査票見本／事前のお知らせ／送付用封筒）

・事前のお知らせについては、問い合わせ先として「調査事務局」を強調することによっ

て経済産業省の負荷を軽減（直接問い合わせがいかないように工夫）するとともに、調

査協力へのお願いの意図をより強調した内容に見直した。また、回収率の向上に向け、

「前年度調査協力企業」、「前年度調査非協力企業」、「今年度新規企業」の３タイプを作

成し、それぞれの状況に応じた内容のものに改めた。

・送付用封筒については、洋封筒、水糊付きのものを採用することによって、封入・封緘

作業の機械化を可能した結果、作業の効率化が図れた。

② 調査関係書類（調査票／概要・分類表／調査票の記入手引き／調査についてのお願い

／送付用・返信用封筒／調査結果の概要(あらまし)・送付状・送付用封筒／オンライ

ンシステムの利用について／オンラインシステム操作マニュアル）

・調査関係書類は、封入点数が多いため、送付内容の確認ができるよう送付状を追加作成

した。また、疑義照会・督促時における資料の特定や判別の容易性を高めるため、各種

発送用封筒の色を同一色で統一した。

・調査票については、経済産業省指定のプレプリント情報に追加して、回収チェック用バ

ーコードを印字することにより、回収チェックの正確性・迅速性が向上した。

・送付用・返信用封筒については、実施機関名を「経済産業省企業活動基本調査事務局」

としたものの、政府統計としての信頼性確保のため、経済産業省の所在地と実施部署名

も併記した。一方、調査客体からの問い合わせ等が直接経済産業省にいかないよう電話

番号は民間事業者が設置する事務局の番号（フリーダイヤル、直通番号）を記載した。

また、送付用では窓空き封筒を採用することにより、封入時のチェック作業（プレプリ

ントの宛名と封筒の宛名のチェック）の効率化、関係用品の照合作業の低減化を図り、

作業の正確性・迅速性の向上に努めた。さらに、返信用封筒には、回答調査票の記入内

容が透けないよう、紙質を工夫した。

・調査結果の概要(あらまし)の送付用封筒については、プレプリントがなく封入時のチェ

ック作業が不要のため、窓空き封筒は採用せず、コストの低減に努めた。

③ 督促状（督促用封筒／督促はがき／督促状）

・提出期限後の督促効果より、提出期限前のリマインダー効果の方が高いといった民間事

業者の類似調査での経験を踏まえ、２度にわたる（調査票発送から提出期限までが長い

ため、調査客体の協力意志の希薄化及び調査票紛失防止への対策）リマインダー発送を

実施した。また、提出期限直前に発送した２回目のリマインダーでは、公印を使用する

ことにより、リマインダー効果のほかに督促的インパクトも加えるなど、回収率の向上

に努めた。

なお、最終印刷部数は、以下のとおり。
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調査関係用品 印刷部数

平成 20 年企業活動基本調査 調査票見本 41,000

平成 20 年企業活動基本調査 実施の事前のお知らせ 41,000

平成 20 年企業活動基本調査 実施の事前のお知らせ 送付用封筒 41,000

平成 20 年企業活動基本調査 調査票(プレプリント)、督促用調査票 91,500

平成 20 年企業活動基本調査 概要・分類表 44,100

平成 20 年企業活動基本調査 調査票の記入手引 44,300

平成 20 年企業活動基本調査についてのお願い 41,000

平成 20 年企業活動基本調査 送付用封筒 44,500

平成 20 年企業活動基本調査 返信用封筒 44,500

平成 19 年企業活動基本調査結果の概要（あらまし） 48,800

平成 19 年企業活動基本調査結果の概要（あらまし）送付状 5,000

平成 19 年企業活動基本調査結果の概要（あらまし） 送付用封筒 5,000

企業活動基本調査オンラインシステムの利用について 41,000

企業活動基本調査オンラインシステム操作マニュアル 6,500

企業活動基本調査オンラインシステム用ＰＩＮ発行証 1,200

企業活動基本調査オンラインシステム関係用品発送用封筒 1,700

平成 20 年企業活動基本調査 督促用封筒 28,000

平成 20 年企業活動基本調査 督促はがき（リマインダー） 32,000

平成 20 年企業活動基本調査 第１次督促状（リマインダー） 27,000

平成 20 年企業活動基本調査 第２次督促状 4,100
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２．調査関係用品の発送状況

物 件 送付日 件 数 送付方法

【調査関係用品】

実施の事前のお知らせ H20 年 4 月 25 日 38,276 郵便事業㈱ 「ゆうメール」

調査関係用品（第 1回発送） H20 年 5 月 16 日 19,851 郵便事業㈱ 普通郵便

調査関係用品（第 2回発送） H20 年 5 月 22 日 18,021 郵便事業㈱ 普通郵便

調査関係用品（第 3回発送） H20 年 5 月 26 日 219 郵便事業㈱ 普通郵便

調査結果概要「あらまし」 H20 年 5 月 28 日 4,500 郵便事業㈱ 「ゆうメール」

ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ PIN 発行証他 （随時） 1,259 ﾔﾏﾄ運輸（㈱） ｸﾛﾈｺﾒｰﾙ速達便

【調査関係用品再発送】

調査関係用品 再発送 （随時） 4,029 ﾔﾏﾄ運輸（㈱） ｸﾛﾈｺﾒｰﾙ速達便

【督促関係】

リマインダー<はがき>（第 1回発送） H20 年 6 月 17 日 15,738 郵便事業㈱

リマインダー<はがき>（第 2回発送） H20 年 6 月 20 日 14,393 郵便事業㈱

リマインダー<封書・公印付> H20 年 7 月 9日 22,860 郵便事業㈱ 「ゆうメール」

督促状<封書・公印付> H20 年 10 月 1 日 952 郵便事業㈱ 「ゆうメール」

督促状<調査関係用品同梱> H20 年 10 月 3 日 2,312 ﾔﾏﾄ運輸（㈱） ｸﾛﾈｺﾒｰﾙ速達便

３．委託業務の主な実施状況

（１）企業活動基本調査事務局の実績人員

合計 延べ ２，３１５人日

うち社員 １，３９６人日

スタッフ ９１９人日

＊電話督促(通常コール,フォローコール１次)、データ入力分は含まず。

（２）問い合わせ対応業務

業務実施状況

・平成２０年４月２８日～１２月２６日

・土日・祝日を除く午前９時～午後５時３０分

（受付時間外は録音ガイダンスにて案内）

（３）督促業務

① はがき・封書による督促

未返送対象企業に対して、「はがき」、「公印付文書」による督促を実施。
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文書の種類 送付日 件数

リマインダー＜はがき＞（第１回） 平成20年6月17日 15,738

リマインダー＜はがき＞（第２回） 平成20年6月20日 14,393

リマインダー＜封書・公印付＞ 平成20年7月9日 22,860

督促状＜封書・公印付＞ 平成20年10月1日 952

督促状＜調査関係用品同梱＞ 平成20年10月3日 2,312

② 電話による督促

電話による督促業務は、以下の３回にわたって実施。

架電企業数

通常コール 平成20年7月24日 ～ 8月6日 12,110

フォローコール（１次） 平成20年9月1日 ～ 9月5日 7,544

フォローコール（２次） 平成20年10月6日 ～ 11月28日 4,245

実施期間

（４）調査票審査・疑義照会業務

調査票審査及び疑義照会の実施に当たっては、以下のステップにより実施。

ステップ１ ： 個票審査（一次）：目視による事前審査

（調査票電子化）

ステップ２ ： 個票審査（二次）：「ＰＣチェックシステム」による審査

ステップ３ ： 経済産業省「最終個票エラーチェックシステム」による機械審査

また、個票審査（二次）の実施に当たっては、経済産業省貸与の個票審査要領を搭載

した「ＰＣチェックシステム」を開発し、審査～疑義照会～データ修正の処理を一元的

に実施した。

疑義照会実施延べ企業数

6,427
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（５）オンライン業務

① 業務実施状況

・オンライン利用申し込み受付：４，５２５企業

・うちＰＩＮ発行（新規利用企業）：９０４企業

・オンライン入力に関する問い合わせ等の対応

（単位：件）

電話問い合わせ件数 815

最も多く対応した日の件数 37

76

最も多く対応した日の件数 7

メール問い合わせ件数

・利用登録企業への督促業務

（単位：件）

企業数

一斉メール督促 平成20年7月31日 ～ 8月4日 244

電話督促 平成20年8月21日 ～ 9月9日 230

実施期間

② オンライン業務対応状況

・対応期間：平成２０年５月１９日～９月１０日

・対応時間：９：００～１７：３０（平日のみ）

・対応場所：経済産業省企業統計室内

（６）集計表審査業務

集計結果表について、前年調査結果と大きく異なる結果の項目を確認し、個票レベルで

の確認・修正を実施した。

（７）調査対象名簿整備業務

調査対象名簿の整備については、以下の業務工程において発生する変更情報（社名、所

在地、電話番号、記入者氏名等）及び企業存続情報（転廃業、合併情報等）を、発生段階

ごとに継続的に捕捉し、対象名簿の更新（20,556 件）を行った。

・ 問い合わせ対応業務

・ 調査票の受付・整理業務

・ オンラインシステムにおける調査票回収に係わる業務

・ 調査協力依頼・督促業務
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４．調査客体への対応状況

民間事業者に照会を行った調査客体、電話督促を受けた調査客体、疑義照会を受けた調査

客体で、調査票の提出があったものに対してアンケート用紙を配布し、民間事業者の対応状

況についての把握を行った。

（１）実施状況

以下の４回のアンケートを実施した。

・第１回 照会対応状況アンケート

→ 事務局に電話照会を行い、７月末までに調査票を提出した企業

・第２回 督促対応状況アンケート①

→ 電話督促(通常コール)を受け、８月２５日までに調査票を提出した企業

・第３回 督促対応状況アンケート②

→ 電話督促(フォローコール)を受け､１０月４日までに調査票を提出した企業

・第４回 疑義照会対応状況アンケート

→ １１月末までに調査票を提出した企業のうち、疑義照会を受けた企業

照会対応状況アンケート（第１回：９月１９日実施・１０月１０日締切り）

回収率 58.3% 58.1% 56.5% 57.6%

対象数 180 136 170 486

有効回答数 105 79 96 280

督促状況アンケート①（第２回：９月２５日実施・１０月２４日締切り）

回収率 48.2% 51.2% 38.1% 45.8%

対象数 199 164 176 539

有効回答数 96 84 67 247

督促状況アンケート②（第３回：１０月９日実施・１０月２４日締切り）

回収率 48.3% 51.3% 54.3% 51.5%

対象数 149 117 173 439

有効回答数 72 60 94 226

疑義照会状況アンケート（第４回：１２月８日実施・１２月１８日締切り）

回収率 66.7% 62.8% 68.7% 65.7%

対象数 234 191 115 540

有効回答数 156 120 79 355

製造業 卸・小売業 その他 合計

製造業 卸・小売業 その他 合計

合計

製造業 卸・小売業 その他 合計

製造業 卸・小売業 その他
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（２）アンケートの集計結果

【事務局の照会対応状況】… 第１回 照会対応状況アンケート

問１ 照会等されたときの電話のつながり具合は、いかがでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 271 100.0% 140 51.7% 115 42.4% 15 5.5% 1 0.4%
製造業 102 100.0% 51 50.0% 43 42.2% 7 6.9% 1 1.0%
卸・小売業 77 100.0% 39 50.6% 36 46.8% 2 2.6% 0 0.0%
その他の産業 92 100.0% 50 54.3% 36 39.1% 6 6.5% 0 0.0%

問２ 事務局の応対態度は、いかがでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 273 100.0% 141 51.6% 123 45.1% 8 2.9% 1 0.4%
製造業 102 100.0% 49 48.0% 49 48.0% 3 2.9% 1 1.0%
卸・小売業 79 100.0% 39 49.4% 39 49.4% 1 1.3% 0 0.0%
その他の産業 92 100.0% 53 57.6% 35 38.0% 4 4.3% 0 0.0%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 273 100.0% 120 44.0% 132 48.4% 19 7.0% 2 0.7%
製造業 102 100.0% 45 44.1% 52 51.0% 4 3.9% 1 1.0%
卸・小売業 79 100.0% 37 46.8% 35 44.3% 7 8.9% 0 0.0%
その他の産業 92 100.0% 38 41.3% 45 48.9% 8 8.7% 1 1.1%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 270 100.0% 113 41.9% 135 50.0% 17 6.3% 3 1.1% 2 0.7%
製造業 102 100.0% 43 42.2% 49 48.0% 8 7.8% 1 1.0% 1 1.0%
卸・小売業 77 100.0% 36 46.8% 35 45.5% 5 6.5% 0 0.0% 1 1.3%
その他の産業 91 100.0% 34 37.4% 51 56.0% 4 4.4% 2 2.2% 0 0.0%

問５ 利用できる時間帯（午前９時～午後５時３０分）は、いかがでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 278 100.0% 112 40.3% 83 29.9% 57 20.5% 26 9.4%
製造業 105 100.0% 45 42.9% 31 29.5% 19 18.1% 10 9.5%
卸・小売業 78 100.0% 26 33.3% 21 26.9% 22 28.2% 9 11.5%
その他の産業 95 100.0% 41 43.2% 31 32.6% 16 16.8% 7 7.4%

問６ 事務局の全体的な感想は、いかがでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 272 100.0% 117 43.0% 145 53.3% 8 2.9% 2 0.7%
製造業 103 100.0% 47 45.6% 52 50.5% 3 2.9% 1 1.0%
卸・小売業 78 100.0% 31 39.7% 45 57.7% 2 2.6% 0 0.0%
その他の産業 91 100.0% 39 42.9% 48 52.7% 3 3.3% 1 1.1%

問３ 照会等に対する説明内容は、いかがでしたか？

回答企業数 すぐつながった
どちらかといえば
すぐつながった

どちらかといえば
待たされた

待たされた

回答企業数 良い
どちらかといえば
良い

どちらかといえば
悪い

悪い

その場での回答が
なかった

回答企業数 わかりやすい
どちらかといえば
わかりやすい

どちらかといえば
わかりづらい

わかりづらい

問４ 照会等に対する回答までの時間は、いかがでしたか？

回答企業数 短かった
どちらかといえば
短かった

どちらかといえば
長かった

長かった

回答企業数 良い
どちらかといえば
良い

どちらかといえば
短い

短い

回答企業数 満足であった
どちらかといえば
満足であった

どちらかといえば
不満足であった

不満足であった
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【督促対応状況】… 第２回 督促応対状況アンケート

就業
時間内

就業
時間外

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 件数 件数 構成比(%)
合計 246 100.0% 208 84.6% 7 2.8% 2 2 31 12.6%
製造業 96 100.0% 88 91.7% 2 2.1% 0 2 6 6.3%
卸・小売業 83 100.0% 71 85.5% 3 3.6% 0 0 9 10.8%
その他の産業 67 100.0% 49 73.1% 2 3.0% 2 0 16 23.9%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 240 100.0% 107 44.6% 125 52.1% 4 1.7% 4 1.7%
製造業 93 100.0% 43 46.2% 48 51.6% 2 2.2% 0 0.0%
卸・小売業 83 100.0% 36 43.4% 45 54.2% 1 1.2% 1 1.2%
その他の産業 64 100.0% 28 43.8% 32 50.0% 1 1.6% 3 4.7%

言葉遣いが
悪い

早口で聞き
取りにくい

声が小さく
て聞き取り
にくい
その他 具体例

件数 件数 件数 件数 件数 ・説明がわかりづらい
合計 9 2 2 1 4 ・マニュアル通りで形式的である
製造業 4 0 1 1 2
卸・小売業 2 2 0 0 0
その他の産業 3 0 1 0 2

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 239 100.0% 76 31.8% 137 57.3% 17 7.1% 9 3.8%
製造業 93 100.0% 26 28.0% 60 64.5% 5 5.4% 2 2.2%
卸・小売業 83 100.0% 31 37.3% 42 50.6% 7 8.4% 3 3.6%
その他の産業 63 100.0% 19 30.2% 35 55.6% 5 7.9% 4 6.3%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 243 100.0% 213 87.7% 2 0.8% 28 11.5%
製造業 95 100.0% 84 88.4% 2 2.1% 9 9.5%
卸・小売業 83 100.0% 76 91.6% 0 0.0% 7 8.4%
その他の産業 65 100.0% 53 81.5% 0 0.0% 12 18.5%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 226 100.0% 11 4.9% 104 46.0% 103 45.6% 8 3.5%
製造業 87 100.0% 4 4.6% 48 55.2% 34 39.1% 1 1.1%
卸・小売業 77 100.0% 4 5.2% 32 41.6% 38 49.4% 3 3.9%
その他の産業 62 100.0% 3 4.8% 24 38.7% 31 50.0% 4 6.5%

回答企業数 長い どちらかといえば長い
どちらかといえば短
い

短い

問４ 事務局の説明の中で、調査票の記入を軽視するような発言はありませんでしたか？

回答企業数 なかった
記入しなくてもよい（白紙
でもよい）と言われた わからない

問５ 事務局の調査協力についての説明時間は、いかがでしたか？

問２-２ 応対態度が「どちらかといえば悪い」及び「悪い」場合の内訳（複数回答）

どちらかと
いえば悪
い・悪い

問３ 事務局の調査協力についての説明内容は、いかがでしたか？

回答企業数 わかりやすい
どちらかといえば
わかりやすい

どちらかといえば
わかりづらい

わかりづらい

問２ 事務局の応対態度は、いかがでしたか？

回答企業数 良い どちらかといえば良い
どちらかといえば悪
い

悪い

問１ 調査の協力についての電話の時間帯は、いかがでしたか？

回答企業数 特に問題ない 不都合があった わからない
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【督促対応状況】… 第３回 督促応対状況アンケート

問１ 調査の協力についての電話の時間帯は、いかがでしたか？

就業
時間内

就業
時間外

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 件数 件数 構成比(%)
合計 223 100.0% 187 83.9% 10 4.5% 5 1 26 11.7%
製造業 72 100.0% 60 83.3% 4 5.6% 3 0 8 11.1%
卸・小売業 58 100.0% 49 84.5% 1 1.7% 0 0 8 13.8%
その他の産業 93 100.0% 78 83.9% 5 5.4% 2 1 10 10.8%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 217 100.0% 86 39.6% 110 50.7% 19 8.8% 2 0.9%
製造業 70 100.0% 29 41.4% 37 52.9% 3 4.3% 1 1.4%
卸・小売業 58 100.0% 25 43.1% 27 46.6% 5 8.6% 1 1.7%
その他の産業 89 100.0% 32 36.0% 46 51.7% 11 12.4% 0 0.0%

問２-２ 応対態度が「どちらかといえば悪い」及び「悪い」場合の内訳（複数回答）

言葉遣いが
悪い

早口で聞き
取りにくい

声が小さく
て聞き取り
にくい

その他
具体例

件数 件数 件数 件数 件数 ・威圧的な言動。
合計 15 1 3 2 9 ・最初は高飛車な口調で話し始めたような気がする。
製造業 3 1 1 0 1 ・命令調に受け取った。
卸・小売業 5 0 2 0 3
その他の産業 7 0 0 2 5

問３ 事務局の調査協力についての説明内容は、いかがでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 218 100.0% 69 31.7% 111 50.9% 28 12.8% 10 4.6%
製造業 70 100.0% 23 32.9% 42 60.0% 5 7.1% 0 0.0%
卸・小売業 58 100.0% 21 36.2% 24 41.4% 8 13.8% 5 8.6%
その他の産業 90 100.0% 25 27.8% 45 50.0% 15 16.7% 5 5.6%

問４ 事務局の説明の中で、調査票の記入を軽視するような発言はありませんでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 218 100.0% 196 89.9% 1 0.5% 21 9.6%
製造業 70 100.0% 63 90.0% 0 0.0% 7 10.0%
卸・小売業 57 100.0% 53 93.0% 0 0.0% 4 7.0%
その他の産業 91 100.0% 80 87.9% 1 1.1% 10 11.0%

問５ 事務局の調査協力についての説明時間は、いかがでしたか？

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 197 100.0% 6 3.0% 94 47.7% 82 41.6% 15 7.6%
製造業 67 100.0% 1 1.5% 30 44.8% 32 47.8% 4 6.0%
卸・小売業 50 100.0% 3 6.0% 23 46.0% 19 38.0% 5 10.0%
その他の産業 80 100.0% 2 2.5% 41 51.3% 31 38.8% 6 7.5%

回答企業数 特に問題ない 不都合があった わからない

問２ 事務局の応対態度は、いかがでしたか？

回答企業数 良い どちらかといえば良い どちらかといえば悪い 悪い

短い

どちらかと
いえば悪
い・悪い

回答企業数 わかりやすい
どちらかといえば
わかりやすい

どちらかといえば
わかりづらい

わかりづらい

回答企業数 なかった
記入しなくてもよい（白紙
でもよい）と言われた

わからない

回答企業数 長い どちらかといえば長い どちらかといえば短い
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【疑義照会対応状況】… 第４回 疑義照会対応状況アンケート

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 350 100.0% 80 22.9% 129 36.9% 8 2.3% 133 38.0%
製造業 152 100.0% 36 23.7% 57 37.5% 4 2.6% 55 36.2%
卸・小売業 119 100.0% 32 26.9% 41 34.5% 2 1.7% 44 37.0%
その他の産業 79 100.0% 12 15.2% 31 39.2% 2 2.5% 34 43.0%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 339 100.0% 93 27.4% 57 16.8% 184 54.3% 5 1.5% 0 0.0%
製造業 148 100.0% 44 29.7% 20 13.5% 80 54.1% 4 2.7% 0 0.0%
卸・小売業 115 100.0% 26 22.6% 26 22.6% 63 54.8% 0 0.0% 0 0.0%
その他の産業 76 100.0% 23 30.3% 11 14.5% 41 53.9% 1 1.3% 0 0.0%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 339 100.0% 75 22.1% 58 17.1% 192 56.6% 13 3.8% 1 0.3%
製造業 147 100.0% 35 23.8% 18 12.2% 84 57.1% 9 6.1% 1 0.7%
卸・小売業 116 100.0% 24 20.7% 23 19.8% 67 57.8% 2 1.7% 0 0.0%
その他の産業 76 100.0% 16 21.1% 17 22.4% 41 53.9% 2 2.6% 0 0.0%

件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%) 件数 構成比(%)
合計 336 100.0% 3 0.9% 22 6.5% 294 87.5% 11 3.3% 6 1.8%
製造業 146 100.0% 2 1.4% 15 10.3% 119 81.5% 5 3.4% 5 3.4%
卸・小売業 114 100.0% 1 0.9% 5 4.4% 104 91.2% 4 3.5% 0 0.0%
その他の産業 76 100.0% 0 0.0% 2 2.6% 71 93.4% 2 2.6% 1 1.3%

問１ 調査票の記入内容についての問い合わせは、いつごろありました？

回答企業数
就業時間内
（午前）

就業時間内
（午後）

就業時間外 わからない

問２ 事務局の応対態度は、いかがでしたか？

回答企業数 良い
どちらかといえば
良い

普通
どちらかといえば
悪い

悪い

問３ 事務局の調査票内容問い合わせについての説明は、いかがでしたか？

回答企業数 わかりやすい
どちらかといえば
わかりやすい

普通
どちらかといえば
わかりづらい

わかりづらい

短い

問４ 事務局の調査票内容問い合わせについての説明時間は、いかがでしたか？

回答企業数 長い
どちらかといえば
長い

普通
どちらかといえば
短い

５．白票の調査票があった調査客体に対するモニタリング

民間事業者が電話督促を行った企業のうち、白票の調査票（備考欄に提出できない理由が

記入されていた調査票を除く）１１客体について、督促において調査票の記入を軽視するよ

うな発言がなかったか事後的に電話で聞き取りを行った。

聞き取りの結果は、以下のとおり。

【聞き取り結果】

○ 対応に問題がなかった ６客体

○ 今から提出する １客体

○ 不明 ４客体
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